
第２回淀川水系流域委員会(H13.4.12)

資料３－３

広報の方法、体制案

広報については、多額の予算を要する場合があるので、河川管理者と調整をする必要があ

るが、方法、体制案としては以下が考えられる。

＜現在の方法＞

・記者クラブへの開催案内投げ込み

・記者説明の開催

・記者クラブへの開催結果の投げ込み

・ニュースレターの作成と配布

＊委員会ニュースNO.1は１万部印刷、関係者を通じて配布

＊ニュースレターの主な送付先

・準備会議の際の資料に掲載されていたＮＰＯ等団体（２ページ参照）

・河川管理者関係（３ページ参照）

・準備会議の委員公募に応募された方

・委員から紹介いただいた方々（河川環境保全モニターなど）

・準備会議に参加されたことのある報道関係者

・ホームページの作成（４ページ参照）

＜広報の拡張案＞

・ニュースレター配布の強化

案１：配布協力ＮＰＯ・ＮＧＯ等の募集

案２：委員の方々に配布協力をお願いする

案３：関連行事で積極的に配布を主催者にお願いする

案４：国、自治体の関係施設への設置をお願いする

案５：モニター等への配布を強化する

・広報の強化（ただし、特に、予算等の問題があり、河川管理者と要調整）

案１：開催日程等の新聞広告

案２：ニュースレター等の要約版の新聞紙面への掲載

案３：ニュースレターの新聞への折り込み

・その他
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ニュースレター第１号の送付先（河川管理者）

●近畿地方整備局

配布部数

1 近畿地方整備局 河川部 河川計画課 100

2 250

3 工事事務所 200

4 瀬田川出張所 10

5 野洲川出張所 10

6 田上砂防出張所 10

7 信楽砂防出張所 10

8 草津川分室 10

9 大津放水路監督官詰所 10

10 40

11 20

12 50

13 200

14 30

15 水資源開発公団 23

小計 973

●各府県

配布部数

1 三重県 伊賀県民局 伊賀建設部 10

2 土木部河港課 25

3 大津土木事務所 河川砂防課 10

4 草津土木事務所 河川砂防課 10

5 水口土木事務所 河川砂防課 10

6 八日市土木事務所 河川砂防課 10

7 彦根土木事務所 河川砂防課 10

8 長浜土木事務所 河川砂防課 10

9 木之本土木事務所 河川砂防課 10

10 今津土木事務所 河川砂防課 10

11 京都府 土木建築部河川課 100

12 大阪府 土木部河川課 50

13 兵庫県 土木部河川課 30

14 奈良県 土木部河川課 70

小計 365

合計 1,338

所 属

琵琶湖工事事務所

淀川工事事務所

大戸川ダム工事事務所

淀川ダム統合管理事務所

猪名川工事事務所

猪名川総合開発工事事務所

所 属

木津川上流工事事務所

滋賀県

関西支社
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